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合弁会社（子会社）設立に関するお知らせ 

 

株式会社フィックスターズ (代表取締役社長：三木 聡、本社：東京都品川区、以下、「フィックス

ターズ」といいます。) はこの度、株式会社 Fusic (代表取締役社長：納富 貞嘉、本社：福岡県福岡

市、以下、「Fusic」といいます。) とプロジェクトマネジメントシステム分野での関係強化のため、

合弁会社を設立することで合意しましたのでお知らせいたします。 

 

記 

 

１. 合弁会社設立の目的  

ソフトウェア開発の大規模化と機械学習技術の進展を背景とし、従前より、オンプレミス環境を中

心に AIを活用したプロジェクトマネジメントシステムを提供してまいりました。一方、クラウドを活

用した多拠点・大規模な開発スタイルを採用する顧客企業も多く、オンプレミス環境だけではなく、

クラウド環境上のマネジメントシステムへのニーズの高まりが見受けられるようになりました。この

ような環境下、フィックスターズの AI技術と Fusicのクラウド技術における知見を組み合わせ、プロ

ジェクトマネジメントシステムをさらに進化させるべく、この度の契約締結となりました。 

 

フィックスターズは、「Speed up your Business」をスローガンに掲げ、並列化や最適化、機械学習

等を用いたアルゴリズム開発等、最先端のソフトウェア技術及び高性能なハードウェアを活用したト

ータルソリューションを提供しております。 

Fusic は、「Fusion of Society, IT and Culture（文化と社会と IT を融合する）」を掲げ、ソフト

ウェア開発や技術コンサルティングを提供しています。Amazon Web Servicesの活用を支援する「APN

アドバンスドコンサルティングパートナー」にも認定され、クラウドアプリケーションの開発や運用

における深い知見を保有しています。 

 

 ソフトウェアの果たす役割の拡大や開発の大規模化に伴い、ソフトウェアの品質や開発の効率化が

企業の競争力を左右するようになりました。品質や納期を担保するためプロジェクト管理者は日々レ

ビューと進捗管理に追われ、また、プロジェクトの規模に比例し検証業務等のコストが増加し、製品

開発費用の大きな部分を占めるようになりました。一方、ハードウェアやアルゴリズムの進化に伴い

AIの実用化が急速に進み、熟練の技術者による属人的なプロジェクト管理や検証業務を、AIが支援・

代替する姿が現実味を帯びています。 

 

新たに設立する合弁会社では、フィックスターズの高速処理技術及び AIに関する知見と、Fusicの

持つクラウド技術を組み合わせ、AIによるソフトウェア開発の進化を実現するクラウドソリューショ

ンを提供してまいります。  



２. 合弁会社の概要 

（１） 名 称 株式会社 Fixstars Cloud Solutions 

（２） 所 在 地 神奈川県横浜市西区高島１丁目１番２号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 古坂 大地（フィックスターズ執行役員） 

（４） 事 業 内 容 クラウドを活用したソフトウェア開発プラットフォームの提供 

（５） 資 本 金 3,000万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 30年２月９日（予定） 

（７） 決 算 期 ９月末 

（８） 純 資 産 6,000万円 

（９） 総 資 産 6,000万円 

（10） 出 資 比 率 当社（66.6％）、株式会社 Fusic（33.4％） 

 

 

３．合弁相手先の概要 

（１） 名 称 株式会社 Fusic 

（２） 所 在 地 福岡県福岡市中央区天神４丁目１番７号 

（３） 代表者の役職・氏名 代表取締役社長 納富 貞嘉 

（４） 事 業 内 容 
情報処理システムに関するソフトウェア及びハードウェアの研究・開

発並びに販売等 

（５） 資 本 金 1,000万円 

（６） 設 立 年 月 日 平成 15年 10月 10日 

（７） 
上 場 会 社 と 

当該会社との間の関係 

資本関係 該当事項はありません。 

人的関係 該当事項はありません。 

取引関係 
当該会社にソフトウェア開発を委託して

おります。 

関連当事者への該当状況 該当事項はありません。 

 

 

４．日程 

（１） 取締役会決議日 平成 30年２月２日（金） 

（２） 契 約 締 結 日 平成 30年２月２日（金）（予定） 

（３） 事 業 開 始 日 平成 30年２月９日（金）（予定） 

 

 

５．今後の見通し 

本件が当社の業績に与える影響は軽微であると見込んでおります。  

 

 

以  上 


